
（2）家族・子育て

〜家族の形に応じたつながりや
支え合いが育まれ、

また、安心して子育てをする
ことができる岩手〜

　 主要な指標   合計特殊出生率、男性の家事時間割合、総実労働時間

　　従来の形に捉われない様々な家族の形態において、それぞれが大切な人とのつながりや支え合
いを確保できる環境づくりを進めることにより、共につながり、支え合う良好な家族関係を実感
でき、また、結婚や出産、子育てなどの環境づくりを進めることにより、家庭や地域で、子ども
のいきいきとした成長を実感できる岩手の実現に向けた取組を展開します。

　①　安心して子どもを生み育てられる環境をつくります───────────────

　　ア　若者や子育て中の親が、安心して家庭を持ち、子どもを生み育てていくことができるよう、
結婚や子育てを支援する機運の醸成などにより、結婚・家庭・子育てに希望を持てる環境づ
くりを進めます。

　　イ　安心して妊娠、出産、子育てができるよう、周産期医療提供体制の整備や妊娠期から子育
て期にわたる切れ目のない相談支援体制の構築などにより、安全・安心な出産環境を整備し
ます。

　　ウ　子育てを社会全体で支えていくため、保育サービスや子どもに対する医療の充実などによ
り、子育て家庭を支援します。

　　エ　生まれ育った環境に左右されることなく子どもが成長していけるよう、子どもの貧困対策
や児童虐待の防止対策などにより、子どもが健やかに成長できる環境を整備します。

　　オ　児童生徒が安心して学ぶことができるよう、就学支援金や奨学給付金などにより、生まれ
育った環境に左右されない教育機会の確保を図ります。

　　カ　障がい児とその家族の多様なニーズに対応した療育が受けられるよう、地域における関係
機関が連携したネットワークの強化や支援者の育成などにより、障がい児の療育支援体制の
充実を図ります。

　　キ　家庭でのしつけや家庭学習を支援するため、子育て電話相談などの支援体制の充実や、子
育て支援人材の育成により、家庭教育を支える環境づくりを推進します。

　②　地域やコミュニティにおいて、学校と家庭、住民が協働して子どもの育ちと学びを支
えます───────────────────────────────────────

　　ア　地域ぐるみで子どもたちを育てていくため、教育振興運動により、子ども・家庭・学校・
地域・行政の 5者が連携し、地域社会で児童生徒を育む環境づくりを推進します。
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　　イ　特別な支援を必要とする子どもが地域で安心して学校生活を過ごすことができるよう、教
育講演会やサポーター養成などの理解啓発に係る取組により、特別支援教育に対する県民理
解を進めます。

　
　③　健全で、自立した青少年を育成します─────────────────────

　　ア　青少年が夢や希望に向かって自分の個性や主体性を発揮できるよう、社会参画の機会の拡
大や困難を抱える青少年への支援などにより、社会との関わりの中で、自主的に自立した活
動ができる環境づくりを進めます。

　　イ　青少年が地域の良さを実感し、誇りを持てるよう、青少年団体活動の支援などにより、心
豊かな青少年を地域全体で育み、青少年が自分たちの地域に愛着を持てる地域づくりを進め
ます。

　　ウ　青少年が健やかに成長できるよう、健全な成長を妨げるような環境の改善と非行防止の取
組により、青少年を事件・事故から守る環境づくりを進めます。

　④　仕事と生活を両立できる環境をつくります───────────────────

　　ア　仕事と生活を両立できる環境をつくるため、長時間労働の是正、年次有給休暇の取得率向
上などの働き方改革の取組を推進します。

　　イ　育児やダブルケアをはじめとする、男女を問わず一人ひとりの事情に対応できる働きやす
い職場をつくるため、育児休業・介護休業制度などの普及を促進します。

　　ウ　いきいきと働き続けることができるよう、企業等における健康経営の実践などを促進し、
健康に働くことができる環境づくりを進めます。

　⑤　動物のいのちを大切にする社会をつくります──────────────────

　　ア　家族の一員とも言える、心に潤いを与える動物との良好な関係を築くため、動物愛護の意
識を高める普及啓発の取組を推進します。

　　イ　いのちの大切さを思い、共につながり、支え合う心を育むため、収容動物の返還や譲渡の
推進などにより、動物のいのちを尊重する取組を推進します。

　みんなで取り組みたいこと

　［県民］
　○　地域における子育て支援活動や子どもの学習・体験活動への参加などが期待されます。
　○　働き方改革の実践や親子のふれあいの充実、地域ぐるみでの青少年健全育成活動や動物愛護
活動への参加などが期待されます。

　（多様な参画・活躍の促進）
　　・　若者の青少年健全育成活動への参画など
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　　・　女性の立場からの、職場における労働環境や子育てにやさしい環境の整備に向けた提言など
　　・　高齢者の知識や経験を生かした子どもを守る地域活動への参画など
　　・　障がい者の自らの経験を生かした共生への提言など

　［企業］
　○　仕事と生活・子育てが両立できる職場環境の整備、地域における子育て支援活動への支援な
どが期待されます。

　○　社員の出会いや結婚を支援する機運の醸成、環境づくりが期待されます。
　○　地域における青少年健全育成活動や動物愛護活動等への支援などが期待されます。

　［NPO］
　○　地域における結婚や子育て支援活動、子どもの学習・体験活動への参画、仕事と生活・子育
ての両立に向けたアイディアの提供などが期待されます。

　○　青少年健全育成活動のサポート、災害時も含めた動物愛護活動などが期待されます。

　［関係団体・事業者・学校］
　○　家庭・地域と連携・協働した学校運営の展開、企業に対する仕事と生活・子育てが両立でき
る職場環境の整備に向けた助言、地域における子育て支援活動や子どもの学習・体験活動への
参画などが期待されます。

　○　青少年健全育成活動のサポート、災害時も含めた動物愛護活動などが期待されます。

　［市町村］
　○　出会い・結婚施策の実施や母子保健の充実、子育て支援、保育サービスの充実などが期待さ
れます。

　○　学校・家庭・地域が連携して子どもを守り育てる仕組みづくり、青少年健全育成や働き方改
革の取組の促進、動物愛護の普及啓発活動などが期待されます。

（3）教育

〜学びや人づくりによって、将来に向かって
可能性を伸ばし、

自分の夢を実現できる岩手〜

　　学校教育の充実や国際交流、文化・スポーツ、産業などの様々な分野での人づくりを進めること

主要な指標  
意欲を持って自ら進んで学ぼうとする児童生徒の割合、
自己肯定感を持つ児童生徒の割合、
体力・運動能力が標準以上の児童生徒の割合、高卒者の県内就職率
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　［NPO］
　○　自然と調和した景観保全への取組や、公共交通の利用促進の取組などが期待されます。
　○　地域コミュニティ活動等への参画、移住者へのサポートや情報発信などが期待されます。

　［関係団体］
　○　住宅ストックの流通や利活用に向けた支援、専門的視点を生かしたまちづくりへの参画、公
共交通の利用促進支援などが期待されます。

　○　地域コミュニティ活動等への参画、移住者へのサポートや情報発信などが期待されます。

　［市町村］
　○　道路環境の改善や公園など公共空間の提供、景観に配慮したまちづくりや地域の実情に応じ
た生活排水対策、第三セクター鉄道の支援やコミュニティバスなどの地域内公共交通の確保な
どが期待されます。

　○　地域コミュニティ活動や国際交流活動、文化芸術・スポーツ活動等への支援、移住者や外国
人に対する支援や相談対応などの受入環境の整備などが期待されます。

（5）安全

〜災害をはじめとした様々なリスクへの備えがあり、
事故や犯罪が少なく、安全で、

安心を実感することができる岩手〜

　

主要な指標   自主防災組織の組織率、刑法犯認知件数、交通事故発生件数

　　災害に対する十分な備えや、犯罪、交通事故が起こりにくい環境づくりに取り組むとともに、
食の安全の確保や感染症の予防対策などを進めることにより、地域の安全や暮らしの安心を実感
できる岩手の実現に向けた取組を展開します。

　①　自助、共助、公助による防災体制をつくります─────────────────

　　ア　一人ひとりが災害などに備え、いざという時に自らの身を自らで守れるよう、県広報誌な
どを活用した広報活動や出前講座、学校をはじめとする防災教育などにより、県民への正し
い防災知識の普及と防災意識の向上を進めます。

　　イ　発災時に地域で共に助け合う体制を構築するため、自主防災組織の組織化・活性化に対す
る支援や、消防団の加入促進・活動整備を通じた地域の防災体制の強化を促進します。

　　ウ　多様な災害や危機事案に公的機関などが一体となって対応できるよう、災害対策本部の機
能強化や実践的な防災訓練、市町村への支援・連絡体制の強化など、国・県・市町村が連携
した実効的な防災・減災体制の整備を進めます。
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　②　事故や犯罪が少なく、安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます────────

　　ア　犯罪の少ない安全・安心なまちをつくるため、防犯研修会の開催やアドバイザー派遣など
の犯罪被害防止活動により、自ら安全を確保するための行動を促し、地域ぐるみでの防犯意
識の高揚に向けた取組を推進します。

　　イ　犯罪被害者の心の負担を軽減することができるよう、相談体制を充実するとともに、犯罪
の被害にあわれた方による講演会の開催など、被害者への配慮や支援の意識を深めるための
広報啓発活動により、犯罪被害者を支える社会づくりを進めます。

　　ウ　少年を被害者にも加害者にもしないため、少年を見守る社会の機運の醸成や立ち直り支援
活動により健全育成を促し、少年の非行防止と保護対策を推進します。

　　エ　配偶者等に対する暴力を根絶するため、教育・啓発、相談体制や安全確保体制の充実を図
る取組を推進します。

　　オ　交通事故の少ない安全・安心なまちをつくるため、子どもや高齢者をはじめとした交通弱
者を守る関係機関と連携した運転者教育や広報啓発活動により、交通事故の抑止対策を推進
します。

　　カ　消費者トラブルの未然防止と早期解決のため、消費者被害の防止に向けた情報提供やセミ
ナーの開催などによる消費者教育を推進するとともに、相談機能を充実します。

　　キ　治安基盤の強化を図るため、安全・安心なまちづくりの拠点となる警察施設の整備を推進
します。

　③　食の安全・安心を確保し、地域に根ざした食育を進めます──────────────

　　ア　県民の食品に対する信頼の向上と理解増進のため、リスク
コミュニケーション *88の手法などにより、食品の安全性の
理解促進や安心感の醸成を推進します。

　　イ　県民が広く食育の意義や必要性を理解できるよう、食に関
わるイベントの開催などにより、地域に根ざした食育と食を
楽しむ環境づくりを進めます。

　④　感染症による脅威から一人ひとりの暮らしを守ります──

　　ア　感染症による脅威から県民の暮らしを守るため、感染症に
関する情報収集や正しい知識の普及啓発、国や市町村、関係
機関、団体等との連携などによる感染症の発生やまん延を防止する対策を推進します。

　　イ　家畜伝染病による脅威から県民の暮らしを守るため、監視体制の充実や高病原性鳥インフ
ルエンザ等の発生を想定した研修の実施などにより、家畜衛生対策と危機事案発生時の体制
強化を推進します。

用語解説

*88 リスクコミュニケー
ション　

　あるリスクについて関係者間
（ステークホルダー）で情報を
共有し、対話や意見交換を通じ
て意思の疎通をすることにより、
リスクに関する相互理解を深め、
信頼関係を構築していくもの。
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　みんなで取り組みたいこと

　［県民］
　○　災害への備えや地域の安全を地域が守る意識の醸成、食育推進活動や感染症予防等の知識の
習得などが期待されます。

　（多様な参画・活躍の促進）
　・　地域の次代を担う若者の防災・防犯・交通安全・少年非行防止活動への積極的な参画、農林
漁業体験等を通じた食の生産への理解の増進など

　・　高齢者の知識や経験を生かした、地域の防災活動や交通安全・防犯活動の担い手の育成など

　［企業］
　○　事業継続計画の策定や地域の防災・防犯・交通安全活動への参画、配偶者等への人権尊重の
意識醸成、食育推進活動への参加などが期待されます。

　［NPO］
　○　防災・防犯・交通安全意識の普及啓発、被害者の相談・支援体制の充実、食育推進活動への
参加などが期待されます。

　［関係団体］
　○　自然災害に対する避難行動の啓発や災害発生時に備えた国、県、市町村との連携体制の構築、
防犯・交通安全活動への参画、食育推進活動への参加、感染症対策の推進などが期待されます。

　［市町村］
　○　自然災害に対する避難方法等の周知、防災・防犯・交通安全意識の向上及び配偶者等暴力の
防止に向けた普及啓発、消費生活や感染症対策に関する情報の提供、地域に根ざした食育推進
活動などが期待されます。

（6）仕事・収入

〜農林水産業やものづくり産業などの活力ある
産業のもとで、安定した雇用が確保され、

また、やりがいと生活を支える所得が得られる
仕事につくことができる岩手〜

主要な指標  
一人当たり県民所得、正社員の有効求人倍率、
総実労働時間［再掲］、高卒者の県内就職率［再掲］
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（10）参画

〜男女共同参画や若者・女性、高齢者、
障がい者などの活躍、

幅広い市民活動や県民運動など
幸福の追求を支える仕組みが

整っている岩手〜

　　男女共同参画や若者・女性、高齢者、障がい者などが活躍できる仕組みづくり、NPOや関係
団体等の多様な主体による幅広い市民活動や県民運動の促進など、8つの政策分野を支えるソフ
トパワーの強化により、地域の魅力を実感できる岩手の実現に向けた取組を展開します。

　　また、これらの取組の展開に当たっては、岩手県の魅力の国内外への情報発信や市町村との連
携の推進などの視点も重要です。

　①　性別や年齢、障がいの有無にかかわらず活躍できる社会をつくります───────

　　ア　男女平等や多様な性について理解し、尊重する社会となるよう、共に生きやすく、多様な
生き方が認められる男女共同参画社会の実現に向けた環境づくりを進めます。

　　イ　若者が地域の課題解決を目指し、自由な発想で考え、話し合い、次への活動につなげられ
るよう、地域づくり、ボランティア、起業、文化等の多様な分野における若者の主体的な活
動を活性化させ、若者の活躍支援とネットワークづくりを進めます。

　　ウ　女性がそれぞれのライフステージ、ライフスタイルに対応し、活躍できるよう、女性の働
きやすい職場環境の整備や能力開発などの取組を支援するとともに、働く女性の意識醸成の
ための異業種間ネットワークづくりを進めます。

　　エ　高齢者が地域で活躍できるよう、高齢者がこれまで培ってきた豊かな経験や知識・技能を
生かしたボランティア活動や地域活動等の社会貢献活動への参加を促進します。

　　《再掲》
　　・　障がい者が地域で活躍できるよう、障がいの状況に応じた日常生活・社会生活の支援や

コミュニケーション支援、農林水産分野と連携した就労支援などにより、障がい者の社会
参加を促進します。

　　　【（1）健康・余暇「③　介護や支援が必要になっても、住み慣れた地域で安心して生活でき
る環境をつくります」から再掲】

　
　②　幅広い市民活動や多様な主体による県民運動を促進します────────────

　　ア　幅広い市民活動が展開されるよう、活動情報の発信などによる参加・参画機運の醸成や、

主要な指標  
労働者総数に占める女性の割合、障がい者の雇用率、高齢者のボランティ
ア活動比率、男性の家事時間割合［再掲］
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NPO・地縁組織・企業・行政などのネットワーク化を支援し、多様な主体の連携・協働の
仕組みづくりを進めます。

　　イ　多様な主体がそれぞれ主体性を持って協働していけるよう、様々な分野における県民の参
画を促す県民運動や民間のノウハウを取り入れた連携・協働などの取組を進めます。

　　ウ　NPOが自立的に活動できるよう、NPOの担い手やリーダーの育成、安定的な活動資金
の確保などの運営基盤の強化により、社会のニーズに対応したNPOの活動を促進します。

　みんなで取り組みたいこと

　［県民］
　○　男女の対等なパートナーシップに向けた意識改革や、市民活動、県民運動への参加などが期
待されます。

　　（多様な参画・活躍の促進）
　　・　若者・女性の発想と意欲を生かした市民活動や県民運動への参画など
　　・　高齢者の経験や知識・技能を生かした社会貢献活動や学びを提供する側としての生涯学習

活動への参加、市民活動や県民運動への参画など
　　・　障がい者の経験や知識・得意分野を生かした市民活動や県民運動への参画など

　［企業］
　○　男女の対等なパートナーシップに向けた意識改革や、性別や年齢、障がいの有無に関わらず
働きやすい職場環境の整備、地域社会の構成員としての市民活動や県民運動への参画、活動に
参加しやすい環境づくりなどが期待されます。

　［NPO］
　○　男女の対等なパートナーシップに向けた意識改革や、性別や年齢、障がいの有無に関わらず
活躍できる取組の実施や支援、市民活動や県民運動の実践などが期待されます。

　［関係団体］
　○　男女の対等なパートナーシップに向けた意識改革や、性別や年齢、障がいの有無に関わらず
活躍できる取組の実施や支援、市民活動や県民運動への参画などが期待されます。

　［市町村］
　○　男女共同参画社会づくりや若者・女性、高齢者、障がい者などの活躍促進に向けた様々な施
策の推進、市民活動や県民運動への支援などが期待されます。
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	 3	 主要な指標 （いわて幸福関連指標・長期ビジョン版）

10 の政策分野 指　標

（1） 健康・余暇 ①健康寿命
②余暇時間

（2） 家族・子育て
①合計特殊出生率
②男性の家事時間割合
③総実労働時間

（3） 教育
①意欲を持って自ら進んで学ぼうとする児童生徒の割合
②自己肯定感を持つ児童生徒の割合
③体力・運動能力が標準以上の児童生徒の割合
④高卒者の県内就職率

（4） 居住環境・コミュニティ ①県外からの移住・定住者数
②地縁的な活動への参加割合

（5） 安全
①自主防災組織の組織率
②刑法犯認知件数
③交通事故発生件数

（6） 仕事・収入
①一人当たり県民所得
②正社員の有効求人倍率
③総実労働時間［再掲］
④高卒者の県内就職率［再掲］

（7） 歴史・文化 ①世界遺産等の来訪者数
②国・県指定文化財件数

（8） 自然環境
①岩手の代表的希少野生動植物の個体・つがい数
②再生可能エネルギーによる電力自給率
③自然公園の利用者数

（9） 社会基盤 ①河川整備率
②緊急輸送道路の整備延長

（10） 参画
①労働者総数に占める女性の割合
②障がい者の雇用率
③高齢者のボランティア活動比率
④男性の家事時間割合［再掲］
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（基本方向） 

青少年が夢や希望に向かって自分の個性や主体性を発揮できるよう、社会との関わりの中で、自

主的に自立した活動ができる環境づくりを推進します。 

また、青少年が地域に誇りを持ち、健やかに成長できるよう、青少年を地域全体で育む地域づく

りを進めます。 

 

現状と課題 

・ 令和３年度青少年の健全育成に関する意識調査において、児童生徒、保護者の将来の夢として、

「自分（児童生徒）の個性や能力を生かす」ことや「家族と幸せに暮らす」が多く、青少年が個

性や主体性を発揮でき、かつ、家庭生活の充実も両立できる環境づくりが期待されています。ま

た、「住んでいる地域が好き」という青少年が８割を超えており、引き続き、青少年の地域づく

りへの関心を高める必要があります。 

・ 本県の若年無業者数は、平成29年就業構造基本調査の推計値で5,800人となっており、社会的

自立に困難を抱える青少年への支援が引き続き重要な課題となっています。 

・ 全国学力・学習状況調査（令和３年度）で、今住んでいる地域の行事に「参加している」と回

答している割合が、小学生76.3％、中学生62.9％と全国平均（小学生58.1％、中学生43.7％）を

上回っています。 

・ 本県の刑法犯少年の検挙・補導人員は減少傾向にあり、全国的にみれば低い水準にありますが、

引き続き、地域が一体となって青少年を事件・事故から守る環境づくりに取り組む必要がありま

す。 

・ インターネット、スマートフォンの利用の増加により、コミュニティサイト1等で知り合った相

手から犯罪の被害に遭う青少年が依然として後を絶たないことから、情報メディアの適切な利用

の普及促進が必要です。 

 

県が取り組む具体的な推進方策（工程表） 

① 個性や主体性を発揮して自立した活動ができる環境づくりの推進 

・ 青少年の社会参画の機会を拡大するため、青少年ボランティアの活動機会の提供を図るととも

に、生徒の意見発表の場や社会参加活動等に関心のある生徒の全県的な交流等の機会を設けます。 

・ 若年無業者等の困難を抱える青少年の自立を支援するため、関係機関・団体の連携を促すとと

もに、就業体験やボランティア体験、訪問型相談などの支援を行います。 

 

                                                  
1 コミュニティサイト：共通の趣味や興味など持つ者同士が集まるインターネット上のウェブサイト。 

８ 健全で、自立した青少年を育成します 

    Ⅱ 家族・子育て 

資料２
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② 愛着を持てる地域づくりの推進 

・ 青少年活動交流センターにおける、世代間・地域間の交流、青少年団体活動の支援、相談活動

などの機能充実を図り、活用を促進します。 

・ 家庭の役割の重要性が広く認識されるよう、意識啓発や親子が楽しくふれあう機会の提供を行

います。 

・ 次代を担う青少年リーダーを育成する交流体験活動の機会を設け、青少年の世代間・地域間等

の多様な交流を促進します。 

③ 青少年を事件・事故から守る環境づくりの推進 

・ 地域全体で青少年を見守り育てる活動を推進するため、青少年育成委員による見守り活動を行

うほか、関係機関・団体との連携による青少年の非行・被害防止県民運動を展開し機運醸成を図

ります。 

・ インターネット上の有害情報や有害な図書類から青少年を守るため、関係機関と連携した青少

年への情報モラルの啓発や青少年指導者等の情報メディア対応能力の向上、不健全図書類の指定

や点検等に取り組みます。 

 

県が取り組む具体的な推進方策 
工程表（４年間を中心とした取組） 

～R4 R5 R6 R7 R8 

① 個性や主体性を発揮して自立した活動

ができる環境づくりの推進 
目標 

・青少年ボランティア活動者数（人）〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

470 500 1,000 1,500 2,000 

現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年か

らの累計 

 

 

・「わたしの主張」応募総数（地区大会含む）（人） 

〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

3,807 4,000 8,000 12,000 16,000 

現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年か

らの累計 

 

 

・若年無業者等「交流・活動支援（ステップアッ

プ）」参加者数（人）〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

468 580 1,160 1,740 2,320 

現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年か

らの累計 

 

 

 

 

 

  

青少年の意見発表や交流活動等を通じた社会参画機会の拡大 

支援機関との連携による若年無業者等の自立支援の実施 

青少年活動交流センターを拠点とした 
ボランティア活動機会の提供 

各市町村にある交流を目的とした拠点の普及活動 
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県が取り組む具体的な推進方策 
工程表（４年間を中心とした取組） 

～R4 R5 R6 R7 R8 

➁ 愛着を持てる地域づくりの推進 
目標 

・青少年活動交流センター利用者数（作品応募者

数を含む）（人） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

8,842 12,500 16,000 19,500 23,000 

現状値は令和３年の値 
 
・子ども・若者支援セミナー受講者数（人）〔累

計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

177 240 480 720 960 

現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年か

らの累計 

 

 

 

  

③ 青少年を事件・事故から守る環境づく

りの推進 
目標 

・青少年を非行・被害から守る県民大会参加者数

（人）〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

596 550 1,100 1,650 2,200 

現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年か

らの累計 

 

・青少年指導者向け情報メディア対応能力養成講

座受講者数（人） 

〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

307 310 620 930 1,240 

現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年か

らの累計 

 
 

   

 

県以外の主体に期待される行動 

（家庭） 

・親子のふれあいの充実 

（企業等） 

・就業体験への協力など青少年の職業意識の醸成 

・不健全図書類やインターネット上の有害情報から青少年を守る環境づくりへの協力 

（教育機関等） 

・親子のふれあいの充実に向けた取組 

・家庭・地域の教育力向上に向けた取組 

・青少年の相談・居場所づくり、見守り、交流機会の創出 

・就労体験など青少年の職業意識醸成に向けた取組 

・青少年の健全育成を阻害するおそれのある環境の浄化 

（市町村） 

・関係団体と連携した青少年健全育成の取組 

・困難を抱える青少年（若年無業者等）の支援 

・個性を伸ばし、主体的に学ぶ力や心豊かでたくましい人間を育む取組 

青少年活動交流センターを拠点とした青少年団体等の 
活動支援、交流事業等の実施 

地域住民、青少年育成関係者を対象としたセミナー等の実施 

親子のふれあいや地域を知る体験活動等の実施 

ＳＮＳを活用した相談活動 

調査・研究 相談活動の実施 

青少年育成に取り組む関係団体等と連携した県民大会や 
啓発活動の実施 

有害情報から青少年を守るための取組 

研修会の開催 研修対象者を拡充し研修を充実 
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（基本方向） 

事故や犯罪の少ない安全・安心なまちづくりに向け、地域ぐるみでの犯罪が起こりにくい環境

づくりの取組や犯罪被害者を支える社会づくりの取組、少年の非行防止と保護対策、配偶者等に

対する暴力根絶に向けた教育・啓発、相談・安全確保対策、高齢者と子ども、自転車の交通事故防

止を重点とした交通安全対策を推進します。 

また、消費者トラブルの未然防止と早期解決のため、消費者教育の推進や相談機能の充実に取

り組みます。 

 
現状と課題 

・ 本県の刑法犯認知件数は、減少傾向が続き、人口 10 万人当たりの刑法犯認知件数は全国平均

を下回って推移していますが、侵入窃盗及び乗物盗の無施錠率は全国平均を上回っているほか、

特殊詐欺については依然として高齢者の被害が高水準で推移していることから、引き続き防犯意

識の高揚に向けた対策を実施していく必要があります。 

・ 犯罪の被害者が、身体への直接的な被害だけではなく、精神的なショックや身体の不調、医療

費などの経済的負担や周囲の人々の無責任なうわさなどの二次的被害による様々な問題に苦し

められている現状にあり、また、こうした状況に対する県民の理解が十分とは言えない課題があ

ります。 

・ 「はまなすサポート1」ホームページアクセス数は年々増加しており、「はまなすサポート」に

対する認知度が高まっています。今後も、性犯罪・性暴力被害者への支援に取り組むとともに、

リーフレット等の配布などにより、更に制度を周知していく必要があります。 

・ 刑法犯少年数は、減少傾向で推移していますが、少年の非行及び犯罪被害の背景として、規範

意識や情報モラルの問題、疎外感など少年自身の問題のほか、家庭、地域の教育機能の低下等が

指摘されていることから、非行防止対策を引き続き推進していく必要があります。 

・ 令和３年度の配偶者暴力相談支援センター12 箇所における相談件数は 1,987 件とここ数年横

ばいとなっていますが、新型コロナウイルス感染症の流行に伴う在宅時間の増加などから、配偶

者等からの暴力の問題が潜在化しているおそれがあるため、関係機関が連携した被害者の保護や

自立に向けた取組が必要です。 

・ 交通事故死者数は、令和３年に 35 人と昭和 23 年以降で最少となり、交通事故発生件数及び負

傷者数についても平成 16 年から令和３年まで 18 年連続で減少していますが、人口 10 万人当た

りの死者数は全国平均を上回っているほか、交通事故死者に占める高齢者の割合が高止まりにあ

ることから、高齢者の交通事故防止や県民の安全意識を高めるための取組を引き続き推進する必

要があります。 

                                                  
1 はまなすサポート：性犯罪・性暴力被害者等に対する産婦人科・精神科医療、相談等の総合的支援を連携して行う支援体制。 

28 事故や犯罪が少なく、 
 安全・安心に暮らせるまちづくりを進めます 

     Ⅴ 安全 
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・ 県内の消費生活相談窓口への相談件数は、令和元年度以降、毎年９千件台で推移していますが、

相談者は高齢者の割合が高くなっています。また、デジタル化の進展に伴う通信販売に関する相

談割合が高くなっていることから、インターネット取引やＳＮＳを介した消費者トラブル防止に

関する啓発が必要となっています。 

・ 令和４年度から成年年齢が 18 歳に引き下げられたことから、若年者に対する消費者教育の充

実が求められています。 

 

県が取り組む具体的な推進方策（工程表） 

① 地域ぐるみでの防犯意識の高揚に向けた取組の推進 

・ 「安全安心まちづくり推進期間」における重点的な啓発活動、鍵かけの励行など被害防止のた

めの取組について広報・啓発活動を展開するとともに、高齢者が被害に遭いやすい特殊詐欺など、

それぞれの事案の特性に応じた被害発生や被害防止に係る情報の提供等を通じて、県民自らが日

常生活における安全を確保するための行動を促進します。 

・ 地域が主体となって地域内の危険個所を点検する地域安全マップ作成活動等に対し、講師や地

域安全アドバイザーを派遣するなど、地域住民、自主防犯団体、企業等と行政が連携して、地域

ぐるみで犯罪を防止する地域安全活動を推進します。また、市町村や自治会等が開催する地域研

修会等への講師派遣を通じて、地域における防犯活動を推進します。 

・ 高齢、障がいにより支援を必要とする矯正施設退所者や起訴猶予者等が地域で自立した生活を

営むことができるよう、地域生活定着支援センターによる相談支援を実施し、関係機関と連携し

て福祉的支援に取り組みます。 

② 犯罪被害者を支える社会づくりの推進 

・ 「岩手県犯罪被害者等支援指針」に基づき、関係機関・団体等との連携を深め、犯罪被害者等

を支える社会づくりに向けて、講演会の開催や、市町村や自治会等が開催する地域研修会等への

講師派遣などにより、犯罪被害者支援制度の周知と更なる県民理解の促進に取り組みます。また、

犯罪被害者やその家族等が平穏な生活を営むための施策の在り方の検討に取り組みます。 

・ 犯罪被害者等からの相談窓口である「犯罪被害者支援センター」での相談支援対応や誹謗中傷

等の二次的被害防止のための広報・啓発活動の実施など、犯罪被害者等の心身の負担軽減に取り

組みます。 

・ 性犯罪被害者等の相談窓口である「はまなすサポートセンター」の 365 日 24 時間のオンコー

ル対応や、支援者等の人材育成、関係機関の連携強化などにより、支援体制を充実させ、性犯罪

被害者等の心身の負担軽減等に取り組みます。 

③ 少年の非行防止と保護対策の推進 

少年の非行防止及び保護対策として、問題を抱える少年の立ち直り支援活動や非行防止教室等の

少年を見守る社会気運の向上活動による「非行少年を生まない社会づくり」を、関係機関・団体等

と連携のもと推進します。 

④ 配偶者等に対する暴力の根絶 

・ 国や市町村等と連携した教育・啓発、相談・安全確保体制の充実などによる暴力を防ぐ環境づ

くりや被害者の自立支援などの充実を図ります。 

・ 配偶者間だけでなく、交際している相手からの暴力、いわゆるデートＤＶ問題についても、出

前講座の開催等による啓発に取り組みます。 

064233
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⑤ 交通事故抑止対策の推進 

・ 岩手県交通安全計画に基づき、関係機関・団体等と連携し、高齢者や子ども、自転車の交通事

故防止を重点とした普及啓発や交通安全運動等を推進します。 

・ 関係機関・団体等が一体となって、時節に応じて集中的に注意を喚起する季節運動に取り組む

「正しい交通ルールを守る県民運動」を推進します。 

・ 「自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」に基づき、自転車の安全利用の理解、交通

ルールの遵守、自転車の点検・整備、損害賠償責任保険等への加入を促進し、自転車事故の防止

及び事故当事者の保護を図ります。 

⑥ 消費者施策の推進 

・ 消費者トラブルの未然防止のため、テレビＣＭやインターネット、ＳＮＳなどの広報媒体の活

用や講座・セミナー等の実施により、消費生活に係る情報の提供を進め、啓発に取り組みます。

また、多様な主体との連携・協働により、高齢者等の消費者の特性に応じた消費者教育に取り組

みます。 

・ 成年年齢の引下げに対応し、学校や企業、団体における消費者教育の取組を推進するとともに、

若年者に向けた啓発や相談機能の強化に取り組みます。 

・ 消費者トラブルの早期解決のため、相談員を対象とした研修や弁護士による無料相談の実施な

ど相談機能の充実を図ります。 

⑦ 治安基盤の強化 

治安対策を推進し、安全・安心なまちづくりを進めるため、地域の実態に即した体制の見直しと

治安維持拠点である警察施設の整備を進めることにより、事件・事故や災害等の発生現場における

早期情報収集機能の充実を図るなど、治安基盤の強化に取り組みます。 

 

県が取り組む具体的な推進方策 
工程表（４年間を中心とした取組） 

～R4 R5 R6 R7 R8 

① 地域ぐるみでの防犯意識の高揚に向け

た取組の推進 
目標 

・特殊詐欺の高齢者の被害件数（件） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

25 17 17 17 17 

現状値は令和３年の値 

 

・住宅対象侵入窃盗及び乗物盗のうち無施錠に

よる被害件数（件） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

286 340 300 260 230 

現状値は令和３年の値 

 

 

 

    

犯罪発生状況等の情報提供による被害防止の取組の推進 

鍵かけの励行など、自ら安全を確保する防犯意識の高揚 

県民や自主防犯団体等との連携による防犯活動の推進 
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県が取り組む具体的な推進方策 
工程表（４年間を中心とした取組） 

～R4 R5 R6 R7 R8 

② 犯罪被害者を支える社会づくりの推進 
目標 

・犯罪被害者等に係る理解促進のための講演会

等の参加者数（人）〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

4,867 3,000 6,000 9,000 12,000 

現状値は令和３年の値 

 

・「はまなすサポートセンター」相談窓口の新規

相談者数のうち、県広報により窓口を認知し相談

を行った者の割合（％） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

30.8 36.8 39.8 42.8 45.8 

現状値は令和３年の値 

 

 

    

③ 少年の非行防止と保護対策の推進 
目標 

・犯罪少年の再犯者率（％） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

23.0 20.0 20.0 20.0 20.0 

現状値は令和３年の値 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

④ 配偶者等に対する暴力の根絶 
目標 

・ＤＶ相談員研修会の参加者数（人） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

- 60 60 60 60 

 

 

・デートＤＶ出前講座受講者数（人）〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

1,772 1,800 3,600 5,400 7,200 

現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年か

らの累計 

 

 

 

   

⑤ 交通事故抑止対策の推進 
目標 

・交通事故死傷者数（人） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

1,865 1,770 1,710 1,645 1,585 

現状値は令和３年の値 

 

・高齢ドライバーによる交通事故発生件数（高齢

者人口千人当たり）（件） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

1.17 1.16 1.12 1.08 1.05 

現状値は令和３年の値 

 

 

 

   

「はまなすサポート」による総合的支援の実施 

「犯罪被害者等県民のつどい」の開催による 
犯罪被害者等を支える気運の醸成 

「いのちの尊さ、大切さ教室」等の実施による 
犯罪被害者等に対する県民理解の醸成 

犯罪被害者等支援総合案内窓口対応、 
市町村等の支援担当者研修会の開催 

少年が被害者となる犯罪被害や児童虐待の防止に向けた 
広報啓発の推進 

少年への声かけ運動の実施による、少年を見守る 
社会気運の向上 

関係機関等と連携した、問題を抱える少年等への 
立ち直り支援活動の実施 

少年や保護者等を対象とした非行防止教室等の開催による 
規範意識の向上 

ＤＶ被害者への緊急避難場所の確保・提供、自立支援 

ＤＶセンター等、相談担当者に対する研修の実施 

学校等への出前講座やセミナーの実施 

正しい交通ルールを守る県民運動の実施 

岩手県交通安全計画に基づく 
高齢者と子どもの交通事故防止対策等の推進 

自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例の普及啓発 
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県が取り組む具体的な推進方策 
工程表（４年間を中心とした取組） 

～R4 R5 R6 R7 R8 

⑥ 消費者施策の推進 
目標 

・消費者教育関連セミナー受講者数（人）〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

5,800 6,200 12,400 18,600 24,800 

現状値は令和３年単年の値、目標値は令和５年か

らの累計 

 

・消費生活相談解決割合（％） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

95.7 96.3 96.3 96.3 96.3 

現状値は令和３年の値 

 

 

 

   

⑦ 治安基盤の強化 
目標 

・機能・利便性が向上する交番・駐在所の箇所数

（箇所）〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

3 3 6 9 12 

現状値は令和３年の値 

 

 
 

   

 

県以外の主体に期待される行動 

（県民・企業等） 

・地域における見守り活動など、防犯及び少年非行防止活動への参加 

・鍵かけの励行など、自ら安全を確保するための活動への取組 

・交通安全活動への参加 

・運転者教育の実施 

・従業者向け研修等での消費者教育 

（地域団体） 

・地域における見守り活動など、防犯及び少年非行防止活動への参加 

・鍵かけの励行など、自ら安全を確保するための活動への取組 

・地域住民等と協働による指導啓発 

・交通安全活動への取組 

（教育機関等） 

・消費者教育の実施 

（市町村） 

・地域における見守り活動など、防犯及び少年非行防止活動への支援 

・鍵かけの励行など、自ら安全を確保するための活動を推進するための広報啓発 

・配偶者等からの暴力被害者への相談対応と防止に向けた意識啓発 

・交通事故抑止のための広報啓発  

・消費生活に関する情報提供と消費生活相談への対応 

消費生活に係る情報の提供と消費者教育の実施 

相談員の研修や弁護士無料相談の 

実施などによる相談機能の充実 

成年年齢引下げに対応した消費者教育の実施 

機能・利便性が向上する警察施設の整備 

064233
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（基本方向） 

男女が共に生きやすく、多様な生き方が認められる男女共同参画社会の実現に向けた環境づく

りを進めます。 

また、若者・女性、高齢者、障がい者の活躍に向け、若者の主体的な活動の活性化につながる取

組や女性のライフステージ、ライフスタイルに対応した活躍の支援、高齢者の豊かな経験・知識

などを生かした社会貢献活動への参加、障がい者が住み慣れた地域で活躍できるような社会参加

に向けた取組などを促進します。 

 

現状と課題 

・ 少子高齢化・人口減少が進んでおり、若者や女性の更なる活躍が期待されています。 

・ 東日本大震災津波からの復旧・復興に当たり、多くの女性が主体的に活動する姿が見られ、ま

た、多くの若者が、まちづくりやボランティア活動などに参画し、復旧・復興の大きな力となり

ました。 

・ 男女意識調査によると、ＬＧＢＴの内容の認知度は約３割であることから、多様な性への理解

促進が必要であるほか、ＬＧＢＴ等についての相談件数が増加しており、不安や悩みを抱えてい

る人への支援が必要です。 

・ 進学期、就職期の若者の転出による社会減は続いているものの、高卒者の県内就職率が上昇傾

向にあるなど、若者の地元志向の高まりもみられ、多様な分野で若者が活躍できる環境づくりが

必要です。 

・ 令和２年の国勢調査によると、本県の女性の年齢別労働力人口の割合は、15～19 歳を除く全て

の年代において全国平均を上回っています。 

・ 男女意識調査によると、「女性が働きやすい状況」については改善傾向にあるものの、依然とし

て労働条件の整備や働く場が限定されているなど「働きやすい状況にない」との回答が４割を超

えており、誰もが働きやすい環境をつくる必要があります。 

・ 令和４年度から、男女とも仕事と育児を両立できるように産後パパ育休制度が創設されたほか、

大企業に男女の賃金の情報公開が義務化されたことなどを踏まえ、労働関係法令の周知を図る必

要があります。 

・ 「いわて働き方改革推進運動」の展開のもと、デジタル技術やテレワークの導入等により、本

県の１人当たりの年間総実労働時間は、着実に減少しています。一方で、本県の令和３年の総実

労働時間は全国平均を上回り、年次有給休暇取得率も全国平均を下回る状況にあることから、デ

ジタル技術等を活用して、労働生産性と働きやすさを高めていくために、働き方改革の推進が必

要です。 

49 性別や年齢、障がいの有無にかかわらず 
  活躍できる社会をつくります 

    Ⅹ 参画 

064233
ハイライト表示
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・ 新型コロナウイルス感染症の影響などを契機として「いわて女性のスペース・ミモザ1」を開設

しましたが、そこに寄せられた相談には、経済的な問題に起因するものが多くあり、女性の就労

確保や所得向上をより一層支援していく必要があるほか、各種支援に関する情報が必ずしも十分

に行き届いていない実態も改めて浮き彫りになりました。 

・ 高齢者がこれまで培ってきた豊かな経験や知識・技能を生かし、増加する生活支援サービスの

担い手となるなど、地域社会の「支え手」として意欲・能力に応じて力を発揮することができる

よう、高齢者の活動の場の設定や自主的な取組への支援が必要です。 

・ 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会等を通じ、共生社会の実現に向け、県民の意

識や機運が高まっている中、障がい者の社会参加の推進が必要です。 

・ 障がい者委託訓練の実施や事業所向けセミナー等の普及啓発などの取組により、障がい者の雇

用率は上昇しています。一方で、法定雇用率未達成の企業があることなどから、引き続き、障が

い者一人ひとりに応じた、多様な就労の実現に向けた取組を行う必要があります。 

 

県が取り組む具体的な推進方策（工程表） 

① 多様な生き方が認められる男女共同参画社会の実現に向けた環境の整備 

・ 男女平等や多様な性について理解し尊重するための教育・学習の機会を充実させるとともに、

地域等において男女共同参画を推進する人材の養成や活動支援を行います。また、表彰の実施等

により男女共同参画の推進に向けた機運の醸成を図ります。 

・ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大を図るため、県の審議会等において女性委員の任用を

推進します。 

・ 復興や防災分野において、男女共同参画が図られるよう、県及び市町村の防災会議等における

更なる女性委員の任用を推進します。 

・ ＬＧＢＴなど性的指向や性自認を理由として困難を抱えている方に対して、相談窓口の設置等

による支援を行うとともに、出前講座等を通じて県民の理解向上に取り組むなど、県民一人ひと

りが暮らしやすい社会づくりに向けた取組を進めます。 

・ ひとり親家庭等に対して、相談や就労支援等による支援に取り組みます。 

② 若者の活躍支援 

・ 若者が地域の課題解決を目指して、自由な発想で考え、話し合い、行動につなげられるよう、

地域づくり、ボランティア、起業、文化等の多様な分野で活躍する若者の発表や交流等により、

いわての未来づくりへの参画意識を高める取組を実施します。 

・ 地域をけん引する若者の人材育成につながるよう、若者の活動を支えるキーパーソンによる支

援や助言の充実を図りながら、県内全域で若者活躍に関する相談支援が受けられる環境づくりを

進めます。 

・ 若者の主体的な活動への参画を促進するため、若者が求めている情報を発信します。 

・ 地域づくりや復興等に関し、若者が活躍できるよう、若者の主体的活動の機会を創出し、若者

団体の新しいアイディアによる地域課題の解決や地域の活性化に資する取組を支援します。 

③ 女性の活躍支援 

・ 女性の職業生活における活躍を推進するため、女性の職業能力開発や就業支援、情報共有や意

                                                  
1 いわて女性のスペース・ミモザ：新型コロナウイルス感染症の影響により孤独・孤立等で不安を抱える女性のための支援拠点（令和３

年７月開設）。 

064233
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見交換を行うなど業種を越えた活躍する女性のネットワークづくりを進めるとともに、女性が働

きやすい職場環境づくりに向け、関係団体と緊密に連携し、いわて女性活躍企業等認定制度の更

なる普及拡大や経営者の意識醸成、ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた企業等の取組を促

進します。 

・ アンコンシャス・バイアス（無意識の偏見）をなくし、性別にかかわらず誰もが助け合える企

業風土づくりに向け、セミナーや企業見学会の開催を通じて、経営者の意識醸成や企業文化の醸

成の取組を促進します。 

・ 「いわてで働こう推進協議会」を核とした「いわて働き方改革推進運動」の展開により、デジ

タル技術等を活用した労働生産性の向上、長時間労働の是正、休暇制度の整備などを促進し、魅

力ある職場環境づくりを進めます。 

・ 仕事と子育ての両立支援などに取り組む企業等の表彰・認証の促進などにより、子育てにやさ

しい職場環境づくりを支援します。 

・ 新たなビジネスにチャレンジし、活躍している女性を広く紹介するなど、女性の発想や視点を

生かした起業を支援します。  

・ 様々な状況に置かれている女性に必要な支援情報が届くよう、ＳＮＳ等の活用も含めた効果的

な情報提供を行います。また、女性の就労確保や所得向上に向けて、デジタル分野をはじめとす

る新たなスキルの習得等、キャリア形成を支援します。 

④ 高齢者の社会貢献活動の促進 

・ 高齢者が長年培ってきた経験や知識・技能を生かした多様な地域活動等への参画を促進するた

め、老人クラブや高齢者主体の地域づくり団体への活動支援、活動実例の紹介等の取組を充実し

ます。 

・ 増加する生活支援ニーズに対応するため、高齢者が「支える側・支えられる側」という垣根を

越えて生活支援サービスの担い手として主体的に参加できる場の拡充に向けた取組を推進しま

す。 

⑤ 障がい者の社会参加の促進・職業能力開発の支援 

・ 障がい者の充実した余暇活動や社会参加、情報の取得及び利用を支援するため、情報機器の利

用促進やコミュニケーション支援の充実を図るとともに、福祉的就労の場の拡充を図ります。 

・ 障がい者が地域において能力を発揮し、自立した生活ができるよう、障害者就業・生活支援セ

ンターや就労移行支援事業所等を通じて就労先の確保や一般就労への移行及び就労後の職場定

着を支援します。 

・ 第１次産業が盛んである本県の特徴を生かし、関係機関・団体との連携により、農林水産分野

における障がい者の就労を促進します。 

・ 就労を希望する障がい者一人ひとりの態様に応じた多様な委託訓練の実施により、障がい者の

就労支援に取り組みます。 
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県が取り組む具体的な推進方策 

工程表（４年間を中心とした取組） 

～R4 R5 R6 R7 R8 

① 多様な生き方が認められる男女共同参

画社会の実現に向けた環境の整備 
目標 

 

・出前講座受講者数（人）〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

3,539 3,600 7,200 10,800 14,400 

現状値は令和３年の値 

 

・男女共同参画サポーターの男性認定者数（人） 

〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

12 20 40 60 80 

現状値は令和３年の値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・３人以上の女性委員が参画する市町村防災会

議の割合（％） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

72.7 78.8 84.8 90.9 100 

現状値は令和３年の値 

 

 

 

 

 

 

 

・女性農業者の経営参画割合（％）【再掲】 

現状値 R5 R6 R7 R8 

34.0 35.5 36.0 36.5 37.0 

現状値は令和３年の値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

男女共同参画サポーター養成講座の実施 

男女共同参画センターを拠点とした各種相談・情報提

供・普及啓発の実施、出前講座等の学習機会の提供 

ＬＧＢＴ相談、出前講座の実施 
リーフレット等による普及啓発の実施 

ひとり親家庭等の自立促進に係る取組の強化・推進 

岩手県ひと
り親家庭等
自立促進計
画の見直し 

ひとり 
親世帯 
等実態 
調査 

県の防災行政への女性の視点の反映 

県防災会議委員への女性委員の任命 

県防災会議の開催・県地域防災計画の見直し 

市町村の防災行政への女性参画に向けた働きかけ 

市町村防災会議への 
女性委員の任命の促進 

女性委員の 
継続任命の促進 

学校における男女平等の意識醸成の推進 

普及啓発用パンフレット等を活用した 
家族経営協定の締結促進 

活躍する女性の表彰や情報発信 

地域で活躍する女性農林漁業者の育成 

女性農林漁業者によるネットワーク構築支援 

女性農林漁業者対象のセミナー等の開催 

女性農林漁業者のグループ活動への支援 
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県が取り組む具体的な推進方策 

工程表（４年間を中心とした取組） 

～R4 R5 R6 R7 R8 

➁ 若者の活躍支援 
目標 

・若者活躍支援イベント参加者の満足度割合

（％） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

82.6 83.0 83.0 83.0 83.0 

現状値は令和３年の値 

 

・若者関連文化イベントの参画団体数（団体）〔累

計〕【再掲】 

現状値 R5 R6 R7 R8 

31 31 62 93 124 

現状値は令和２年単年の値、目標値は令和５年か

らの累計 

 

 

 

・いわて若者交流ポータルサイトアクセス数 

（回） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

61,827 69,000 72,500 76,000 79,500 

現状値は令和３年の値 

 

 

・いわて若者交流ポータルサイト新規登録団体

数（団体） 

現状値 R5 R6 R7 R8 

- 4 4 4 4 

 

 

 

 

    

③ 女性の活躍支援 
目標 

・えるぼし認定企業・いわて女性活躍認定企業等

数（社）〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

362 542 632 722 812 

現状値は令和３年の値 

 

 

・経営者研修受講者数（人）〔累計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

646 876 1,006 1,136 1,266 

現状値は令和３年の値 

 

 

・女性のエンパワーメント研修受講者数（人）〔累

計〕 

現状値 R5 R6 R7 R8 

574 814 944 1,074 1,204 

現状値は令和３年の値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いわて女性活躍企業等認定制度の普及拡大 

若者の交流促進、ネットワークづくりの支援 

若者団体自らが実施する地域課題解決等の取組の支援 

若者の情報発信などによる活動参加の促進 

県内で活躍する女性のネットワークづくりの支援 

女性の採用拡大・定着・登用やワーク・ライフ・バランス

の推進に向けた企業等の取組支援 

経営者の意識改革を図る研修の実施 

女性のエンパワーメント研修等の実施 

新たなビジネスにチャレンジする 
女性の紹介などの情報発信 

064233
ハイライト表示

064233
ハイライト表示
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県が取り組む具体的な推進方策 

工程表（４年間を中心とした取組） 

～R4 R5 R6 R7 R8 

④ 高齢者の社会貢献活動の促進 
目標 

・住民主体の生活援助等サービスを実施してい

る保険者数（箇所）【再掲】 

現状値 R5 R6 R7 R8 

11 13 14 15 16 

現状値は令和３年の値 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 障がい者の社会参加の促進・職業能力

開発の支援 
目標 

・手話通訳者・要約筆記者の派遣件数（件）〔累

計〕【再掲】 

現状値 R5 R6 R7 R8 

53 163 218 273 328 

現状値は令和３年単年の値、目標値は令和３年か

らの累計 

 

・障害者就業・生活支援センターの登録者数（人）

【再掲】 

現状値 R5 R6 R7 R8 

2,768 2,910 2,981 3,052 3,123 

現状値は令和３年の値 

 

・農業や水産業に取り組んでいる就労継続支援

事業所数（事業所）【再掲】 

現状値 R5 R6 R7 R8 

133 139 142 145 147 

現状値は令和３年の値 

 

 

・障がい者委託訓練の修了者の就職率（％）【再

掲】 

現状値 R5 R6 R7 R8 

73.7 74.5 75.0 75.5 76.0 

現状値は令和３年の値 

 

 

   

 

 

県以外の主体に期待される行動 

（県民） 

・家庭における男女平等の推進 

・性別によらない対等なパートナーシップに向けた意識改革 

・高齢者の社会貢献活動への参加 

・障がい等に関する住民理解の推進 

（企業等） 

・職場における性別によらない対等なパートナーシップの意識改革 

・女性の活躍やワーク・ライフ・バランスを推進するための就労環境の整備 

・企業が得意とする分野での若者による取組の実施 

・若者の取組のサポート 

・高齢者の社会貢献活動への参加の支援 

生活支援コーディネーター連絡会の開催 

手話通訳者・要約筆記者の養成及び派遣の実施 

パソコンボランティアの養成及び派遣の実施 

障がいの態様に応じた多様な委託訓練の実施 

障害者就業・生活支援センターの設置・運営 

農水福連携等の取組に対する支援 
 

  コーディネーターの配置・マルシェの開催   
 

障がい者自立支援協議会によるサービス基盤整備の推進 

岩手県高齢者社会貢献活動サポートセンターによる 
相談対応や取組事例の紹介、各種情報提供の実施 
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（関係機関等） 

・男女平等や多様な性について理解し尊重するための教育の推進 

・若者や女性の創業支援の充実・強化 

（市町村） 

・住民への意識啓発・広報 

・審議会等委員への積極的な女性登用 

・子育て支援サービスの充実 

・各種まちづくり事業の企画運営における男女共同参画の視点の導入 


